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　　　事業所名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　実地指導年月日　　　令和　　　　年　　　月　　　日　　　　３年８月版

	事 業 区 分
	特定施設入居者生活介護
	自己点検シート記入者
	


	確認事項
	該当に○をつけ、空欄を埋めてください
	　記入例

	１　特定施設の形態
	介護専用型　　　・　　　　混合型
	　○混合型

	２　居室数
	特定施設
	個室　　　　　室　　・　　多床室　　　　　室　
	個室40室・多床室0室

	
	特定施設以外
	個室　　　　　室　　・　　多床室　　　　　室
	個室20室・多床室2室

	３　定員
	特定施設
	定員　　　　　名　　
	定員　40名

	
	特定施設以外
	定員　　　　　名
	定員　24名

	４　利用者数

（　　　年　　　月末現在）
	特定施設
	要介護　　　　　名　　・　　要支援　　　　　　名　
	要介護　25名・要支援10名

	
	特定施設以外
	要介護　　　　　名　　・　　要支援　　　　　名　・その他　　　　名
	要支援10名・その他14名

	５　人員配置が手厚い場合の介護サービス
利用料
	算定している　　　　・　　　　算定していない
	○算定していない

	６　認知症介護基礎研修受講者数
　（　　月　　日現在）
	受講対象者数：　　　人
受講済者数：　　　　 人
今年度受講（予定）者数：　　　人
	受講対象者数：　　６人
受講済者数：　　　　３人
今年度受講（予定）者数：　　３人


※届出状況、点検結果の該当する項目に「○」を記入すること。　
	区分
	届出状況
	点  検  項  目
	点     検     事     項
	点  検  結  果
	　　　　　　備　考

	介
護

	
	短期利用特定施設入居者生活介護費の算定

	算定している
	
	算定
	介護給付費明細書等

	
	
	
	１　他の指定居宅サービス等の運営について３年以上の経験を有している
	
	該当
	県届出関係書類等

	
	
	
	２　入居定員の範囲内で空いている居室等（定員が一人であるものに限る。）を利用
	
	該当
	図面、介護記録等

	
	
	
	３　短期利用特定施設入居者生活介護の入居者の数が１又は特定施設の入居定員の１０／１００以下である
	
	該当
	介護給付費明細書
利用者台帳等

	
	
	
	４　利用の開始に当たって、あらかじめ３０日以内の利用期間を定めている
	
	該当
	重要事項説明書等

	
	
	
	５　家賃、敷金及び介護等その他の日常生活上必要な便宜の供与の対価として受領する必要を除き、権利金その他の金品を受領しない
	
	受領しない
	重要事項説明書等

	
	
	
	６　介護保険法第７６条の２第１項の勧告、同条第３項の命令、老人福祉法第２９条第１１項の命令、社会福祉法第７１条の規定による命令又は高齢者の居住の安定確保に関する法律第２５条各項の規定による指示を受けたことがある場合にあっては、当該勧告等を受けた日から５年以上の期間が経過
	
	勧告等を受けていない
	県届出関係書類等

	
	
	
	
	
	５年が経過して　いる
	


	区分
	届出状況
	点  検  項  目
	点     検     事     項
	点  検  結  果
	備　考

	介護
・
予防
	
	人員基準欠如減算
×７０／１００
	指定基準に定める員数の看護職員又は介護職員を置いていない
	
	置いていない
	

	
	
	身体拘束廃止未実施減算

△１０％／日
	身体的拘束等を行う場合にはその態様及び時間、その際の入居者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録している
	
	記録している
	

	
	
	
	身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を３月に１回以上開催するとともに、その結果について、介護職員その他従業者に周知徹底を図っている
	
	実施している
	

	
	
	
	身体的拘束等の適正化のための指針を整備している
	
	整備している
	

	
	
	
	介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を定期的に実施している
	
	実施している
	

	介護
	
	入居継続支援加算（Ⅰ）

＋３６単位／日
	（１）介護福祉士の数が、利用者数が６又はその端数を増すごとに１以上である（※）
	
	毎月要件を

満たす
	（※）次のいずれにも適合する場合は、「６：１」を「７：１」に緩和

（要件）

○業務の効率化、質の向上、職員の負担軽減に資する機器を複数種類使用（少なくともa～cを使用）

a見守り機器（全ての居室）　
bインカム等職員間の連絡調整の迅速化に資するICT機器（全ての職員）
c介護記録ソフト、スマートフォン等の介護記録効率化に資するICT機器
d 移乗支援機器
○介護機器の使用に当たり、各職種の職員が共同してアセスメントを行い、職員の配置の状況を見直し
○以下を実施し、かつ、委員会を設置し各職種の職員が共同し検討、以下の事項の実施を定期的に確認
a 入居者の安全、ケアの質の確保
b職員の負担軽減及び勤務状況への配慮
ｃ 介護機器の定期的な点検
d 機器を安全かつ有効に活用するための研修の実施

	
	
	
	（２）たんの吸引等を必要とする者の占める割合（前４月から前々月までの３月間の各末日時点の割合の平均）が利用者の１００分の１５以上である
	
	毎月要件を

満たす
	

	
	
	
	（３）サービス提供体制強化加算を算定していない
	
	算定なし
	

	
	
	
	（４）定員・人員基準に適合
	
	満たす
	

	
	
	入居継続支援加算（Ⅱ）

＋２２単位／日
	（Ⅰ）の（１）、（３）および（４）を満たす
	
	満たす
	

	
	
	
	たんの吸引等を必要とする者の占める割合（前４月から前々月までの３月間の各末日時点の割合の平均）が利用者の１００分の５以上１００分の１５未満である
	
	満たす
	

	区
分
	届出状況
	届出状況
	点  検  項  目
	点  検  結  果
	備　考

	介護
・
予防
	
	個別機能訓練加算（Ⅰ）
＋１２単位／日
	専ら職務に従事する常勤の理学療法士等（理療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師、あん摩マッサージ師）※を　１人以上配置
	
	配置している
	※理学療法士等の機能訓練員を配置した事業所で6か月以上勤務し、機能訓練指導に従事した経験を有するはり師、きゅう師の配置も可

	
	
	
	利用者数が100人超の場合、常勤換算方法で利用者の数を100で除した数以上配置
	
	配置している
	

	
	
	
	多職種協同による個別機能訓練計画の作成
	
	作成している
	個別機能訓練計画書

	
	
	
	開始時における利用者等に対する計画の内容説明
	
	実施
	

	
	
	
	利用者に対する計画の内容説明、記録
	
	３月毎に実施
	

	
	
	
	訓練の効果、実施方法に対する評価
	
	あり
	

	
	
	
	個別機能訓練に関する記録の保管、閲覧への対応
	
	あり
	実施時間、訓練内容等

	
	
	個別機能訓練加算（Ⅱ）
＋２０単位／日
※（Ⅰ）と（Ⅱ）は併算定可能
	（Ⅰ）を算定
	
	あり
	

	
	
	
	個別機能訓練計画の内容等の情報を厚生労働省に提出
	
	提出
	LIFEシステムによる　データ提出記録等

	
	
	
	機能訓練の実施に当たって、当該情報その他機能訓練の適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用
	
	実施
	

	区
分
	届出状況
	届出状況
	点  検  項  目
	点  検  結  果
	備　考

	介護　・　予防
	
	生活機能訓練向上連携加算（Ⅰ）

＋１００単位／月

（３月に１回を限度）
※個別機能訓練加算との併算定は不可
※（Ⅰ）と（Ⅱ）の併算定不可
	訪問リハビリもしくは通所リハビリを実施している医療提供施設（病院にあっては許可病床数200床未満のもの又は半径４km以内に診療所がないものに限る）の理学療法士・作業療法士・言語聴覚士・医師からの助言を受けることができる体制を構築
	
	該当
	

	
	
	
	上記理学療法士等から助言を受けた上で、機能訓練指導員等が共同して利用者の身体状況等の評価及び個別機能訓練計画を作成
（理学療法士等は通所リハ等のサービス提供の場又はICTを活用した動画等により、利用者の状態を把握した上で助言を行うこと）
	
	計画作成
	個別機能訓練計画

	
	
	
	計画に基づき、利用者の身体機能又は生活機能の向上を目的とする機能訓練項目を準備し、機能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相談員その他職種の者が計画的に機能訓練を実施している。
	
	該当
	実施記録

	
	
	
	計画の進捗状況について、３月ごとに１回以上医療提携施設の理学療法士等が当該施設の機能訓練指導員等と共同で評価した上で、機能訓練指導員等が利用者・家族に説明し、訓練内容の見直しを行っている
	
	該当
	共同で評価したことがわかる記録

	
	
	
	各月における評価内容や目標の達成度合いについて医療提携施設の理学療法士や利用者・家族へ報告・相談し、必要に応じ利用者又は家族の意向を確認の上、ＡＤＬ及びＩＡＤＬの改善状況を踏まえた目標や訓練内容の見直しを行っている
	
	該当
	

	
	
	
	機能訓練に関する記録を利用者ごとに保管し、常に機能訓練指導員等が閲覧できる
	
	該当
	実施時間、訓練内容、担当者等

	区
分
	届出状況
	届出状況
	点  検  項  目
	点  検  結  果
	備　考

	介護　・　予防
	
	生活機能訓練向上連携加算（Ⅱ）

＋２００単位／月
※個別機能訓練加算を算定している場合
＋１００単位／月
※（Ⅰ）と（Ⅱ）の併算定不可
	訪問リハビリもしくは通所リハビリを実施している医療提供施設（病院にあっては許可病床数200床未満のもの又は半径４km以内に診療所がないものに限る）の理学療法士・作業療法士・言語聴覚士・医師が当該施設を訪問し、当該施設の職員と共同で、アセスメント、身体状況の評価を行い、個別機能訓練計画を作成している
	
	計画作成
	個別機能訓練計画

	
	
	
	個別機能訓練計画には利用者の意欲の向上につながるような段階的な具体的かつ分かりやすい目標、実施時間、実施方法等の内容を記載している
	
	該当
	

	
	
	
	計画に基づき、利用者の身体機能又は生活機能向上を目的とする機能訓練項目を準備し、機能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相談員その他職種の者が計画的に機能訓練を実施している。
	
	該当
	実施記録

	
	
	
	計画の進捗状況について、３月ごとに１回以上医療提携施設の理学療法士等が当該施設の機能訓練指導員等と共同で評価した上で、機能訓練指導員等が利用者・家族に説明し、訓練内容の見直しを行っている
	
	該当
	共同で評価したことがわかる記録

	
	
	
	各月における評価内容や目標の達成度合いについて医療提携施設の理学療法士や利用者・家族へ報告・相談し、ＡＤＬ及びＩＡＤＬの改善状況を踏まえた目標や訓練内容の見直しを行っている
	
	該当
	

	
	
	
	機能訓練に関する記録を利用者ごとに保管し、常に機能訓練指導員等が閲覧できる
	
	該当
	実施時間、訓練内容、担当者等

	区
分
	届出状況
	届出状況
	点  検  項  目
	
	

	介護・予防
	
	若年性認知症入居者受入加算
＋１２０単位／日
	受け入れた若年性認知症入居者（介護保険法施行令第２条第六号に規定する初老期における認知症によって要介護者となった入居者）ごとに個別の担当者を定めている
	
	該当
	介護記録

	介
護
	
	夜間看護体制加算
＋１０単位／日

	常勤の看護師（正看護師）を１人以上配置し、看護責任者を定めている
	
	配置
	常勤換算０．５以上

	
	
	
	２４時間連絡体制の確保等※
	
	あり
	※医療機関、訪問看護との連携も可

	
	
	
	重度化した場合における対応の指針の有無
	
	あり
	重度化対応のための指針

	
	
	
	看護職員不在時の介護職員による利用者の観察項目を標準化し、従業員へ周知している
	
	あり
	

	
	
	
	入居の際に利用者等に対する指針の説明、同意の有無
	
	あり
	

	介護
・
予防
	
	医療機関連携加算
＋８０単位
	協力医療機関又は利用者主治医に月1回以上情報提供
	
	１回以上あり
	

	
	
	
	利用者の同意の有無
	
	あり
	

	
	
	
	あらかじめ協力医療機関等と提供する情報内容を定めている
	
	あり
	

	
	
	
	看護職員が前回情報提供日から次回情報提供日までの間で、利用者毎に健康状況を随時記録
	
	あり
	記録

	
	
	
	協力医療機関等から情報提供の受領の確認を得ている
	
	あり
	

	
	
	
	情報提供日の前３０日以内に（介護予防）特定施設入居者生活介護を算定した日が１４日未満ではない
	
	１４日未満ではない
	


	区
分
	届出状況
	届出状況
	点  検  項  目
	点  検  結  果
	備　考

	介護　・　予防
	
	口腔衛生管理体制加算

＋３０単位／月
	歯科医師又は歯科医師の指示をうけた歯科衛生士が、介護職員に口腔ケアの技術的助言及び指導を行う
	
	月１回以上

実施
	指導記録

	
	
	
	歯科医師等の助言、指導に基づいた施設としての入所者の口腔ケア・マネジメントに係る計画の作成
	
	該当
	施設の計画（個々の入所者の口腔ケア計画ではない）

	
	
	
	口腔ケア・マネジメント計画には口腔ケアを推進するための課題、目標、具体的対策、留意事項、歯科医療機関との連携の状況等必要な事項が記載されている
	
	該当
	

	
	
	
	定員・人員基準に適合
	
	満たす
	

	
	
	口腔・栄養スクリーニング加算

＋２０単位／回

６月に１回を限度
	従業者が利用開始時及び利用中６か月ごとに利用者の口腔の健康状態及び栄養状態のスクリーニングを実施
	
	実施
	

	
	
	
	当該情報を利用者を担当する介護支援専門員に提供
	
	提供
	

	介護
	
	退院・退所時連携加算
＋３０単位／日
	医療提供施設（病院、診療所、介護老人保健施設、介護医療院）の職員と面談等を行い、必要な情報提供を受けた上で、施設サービス計画を作成している　
	
	該当
	退院サマリー等

	
	
	
	過去３か月の間に当該特定施設に入居したことがない該当利用者に対し、入居日から30日間算定している
	
	該当
	

	
	
	
	短期利用特定施設入居生活介護の利用者で日を空けずに特定施設に入居した場合、短期の利用日数を３０日から控除して得た数を算定している
	
	該当
	

	
	
	
	３０日を超える医療提供施設への入院・入所後に再入居した場合、当該加算を算定している
	
	該当
	


	区
分
	届出状況
	届出状況
	点  検  項  目
	点  検  結  果
	備　考

	介　　　　　　　
護

	
	看取り介護加算（Ⅰ）
（1）死亡日以前31日以上45日以内

72単位/日
（2）死亡日以前4日以上30日以内

144単位/日

（3）死亡日の前日及び前々日

680単位/日

（4）死亡日1,280単位
【次頁へ続く】
	医師が医学的知見に基づき回復の見込みがないと診断
	
	該当
	診断日、内容の記録

	
	
	
	夜間看護体制加算を算定している
	
	該当
	

	
	
	
	医師、生活相談員、看護職員、介護支援専門員等他職種が共同で介護計画を作成し、医師等が入所者又は家族等に説明し、同意を得ている
	
	該当
	看取り介護計画

	
	
	
	看取りに関する療養及び介護の指針に基づき、医師等の相互の連携の下、介護記録等を活用し行われる介護について、随時入所者又は家族に説明し、同意を得ている
	
	該当
	口頭同意の場合、介護記録に説明日時、内容、同意を得た旨を記載

	
	
	
	看取りに関する指針を定め、入居の際に説明し、同意を得ている(但し、混合型の自立・要支援者は要介護となった時点)
	
	該当
	介護に関する指針

・看取り介護の考え方

・医療行為の選択肢

・具体的な対応方法等

	
	
	
	医師、生活相談員、看護職員、介護職員、介護支援専門員等の協議により看取りに関する指針の見直しを実施
	
	該当
	

	
	
	
	看取りに関する職員研修の実施
	
	該当
	研修記録

	
	
	
	多職種間の情報共有、介護記録の内容の充実
	
	該当
	介護記録

	
	
	
	PDCAサイクルの実施により、施設として看取り介護を実施する体制の強化、改善に努めている
	
	該当
	

	
	
	
	終末期について利用者等の理解を助けるため利用者に関する記録を活用した説明資料を作成し、その写しを提供している。
	
	該当
	説明資料


	区
分
	届出状況
	届出状況
	点  検  項  目
	点  検  結  果
	備　考

	介　　　　　　　　護
	
	【前頁から続き】

看取り介護加算（Ⅰ）


	【死亡前に自宅へ帰宅、又は医療機関へ入院の場合】

施設退居後も継続して家族指導や医療機関に対する情報提供等を行い、継続的関わりの中で入居者の死亡を確認。また、医療機関等が施設に対して本人の状態を伝えることについて、施設退居等の際本人又は家族に文書にて同意を得ている
	
	該当
	・退居後の死亡確認

・医療機関等から施設へ情報提供があることへの本人又は家族の文書による同意

	
	
	
	死亡日以前３０日の範囲内に入退院、外泊があった場合、当該入院又は外泊期間を除いた期間を算定している
	
	該当
	

	
	
	
	「人生の最終段階における医療・ケアの決定プロセスに関するガイドライン」等の内容に沿った取組を実施
	
	実施
	

	
	
	看取り介護加算（Ⅱ）

（1）死亡日以前31日以上45日以内

572単位/日
（2）死亡日以前4日以上30日以内

644単位/日

（3）死亡日の前日及び前々日

1,180単位/日

（4）死亡日1,780単位
	看取り介護加算（Ⅰ）の要件を満たす
	
	（Ⅰ）の項目にもチェックしてください
	

	
	
	
	看取り期において夜勤又は宿直を行う看護職員を１名以上配置
	
	配置
	

	区
分
	届出状況
	届出状況
	点  検  項  目
	点  検  結  果
	備　考

	介護　・　予防
	
	認知症専門ケア加算（Ⅰ）
　　　　＋３単位／日
	1 認知症の者（日常生活自立度Ⅲ、Ⅳ又はＭ）が２分の１以上である
	
	該当
	届出日の属する月の前３月の利用者数の平均

	
	
	
	2 認知症介護に係る専門的な研修※の修了者を対象者数が２０人未満は１以上、２０人以上の場合は、１９を超えて１０又はその端数を増すごとに１を加えた数を配置
	
	あり
	※認知症介護実践リーダー研修

	
	
	
	3 認知症ケアに関する留意事項の伝達会議を定期的に開催
	
	実施
	

	
	
	認知症専門ケア加算（Ⅱ）
　　　　＋４単位／日
	（Ⅰ）の①、②、③のいずれにも適合
	
	該当
	

	
	
	
	認知症介護の指導に係る専門的研修※の修了者を１以上配置し、事業所全体の認知症ケアの指導を実施
	
	あり
	※認知症介護指導者養成研修

	
	
	
	介護職員、看護職員ごとに認知症ケアに関する研修計画を作成、計画に従った研修の実施又は予定
	
	実施
	


	区
分
	届出状況
	点  検  項  目
	点     検     事     項
	点  検  結  果
	備考

	介
護
・
介
護
予
防

	
	外部サービス利用型における障害者等支援加算　＋20単位/日
	知的障害又は精神障害を有する利用者の基本サービスの提供にあたり、特に支援を必要とする者
	
	あり
	養護老人ホームのみ該当

	
	
	サービス提供体制強化加算
	共通事項
	定員、人員基準に適合
	
	該当
	職員台帳（履歴書）等
前年度の割合計算の記録は、実地指導の当日に確認します。（但し、※の場合は直近３月）
介護職員が他職を兼務している場合、介護に関わらない業務は、常勤換算の際に除いておくこと
※（例）

・ ＬＩＦＥを活用したＰＤＣＡサイクルの構築

・ ＩＣＴ・テクノロジーの活用

・ 高齢者の活躍等による役割分担の明確化

・居室の定員が２以上の場合、ポータブルトイレを使用しない方針取組

	
	
	
	
	前年度（3月を除く）の職員割合の平均【常勤換算方法による】が下記の加算要件の割合を満たしている
※前年度の実績が6ヶ月に満たない場合には、直近3ヶ月において下記の職員割合の加算要件を毎月継続的に満たし、結果を記録している
 （前年度実績６ヶ月以上は、毎年度（３月を除く）の
記録）
	
	満たす
	

	
	
	
	加算（Ⅰ）
２２単位／日
	・次のいずれかに該当
1 介護福祉士７０％以上
2 勤続１０年以上介護福祉士２５％以上
・サービスの質の向上に資する取組※を実施していること。

	
	満たす
	

	
	
	
	加算（Ⅱ）
１８単位／日
	介護福祉士６０％以上
	
	満たす
	

	
	
	
	加算Ⅲ
6単位／日
	次のいずれかに該当
1 介護福祉士５０％以上
2 常勤職員７５％以上
3 勤続７年以上３０％以上
	
	満たす
	


	区
分
	届出状況
	届出状況
	点  検  項  目
	点  検  結  果
	備　考

	介護・予防
	
	科学的介護推進体制加算
＋４０単位／月
	利用者ごとのADL値、栄養状態、口腔機能、認知症の状況その他の利用者の心身の状況等に係る基本的な情報を、厚生労働省に提出
	
	提出
	LIFEシステムによるデータ提出記録等

	
	
	
	必要に応じて特定施設サービス計画を見直すなど、サービスの提供に当たって、上記の情報その他サービスを適切かつ有効に提供するために必要な情報を活用
	
	実施
	計画の見直し等の経過記録

	介護
	
	ADL維持等加算（Ⅰ）

＋３０単位／月

	（イ）評価対象者（当該事業所の利用期間が６月を超える者）の総数が　１０人以上
	
	該当
	

	
	
	
	（ロ）評価対象者全員について、評価対象利用開始月と、当該月の翌月から起算して６月目（６月目にサービスの利用がない場合はサービスの利用があった最終月）において、一定の研修を受けた者がBarthel Indexを用いてADL値を測定し、測定した日が属する月ごとに厚生労働省に提出
	
	提出
	測定表
LIFEシステムによるデータ提出記録等

	
	
	
	（ハ）　評価対象者の評価対象利用開始月の翌月から起算して６月目の月に測定したADL値から評価対象利用開始月に測定したADL値を控除し、評価対象利用開始月のADL値に応じた値を加えて得た値（調整済ADL利得）について、利用者から調整済ADL利得の上位及び下位それぞれ１割の者を除いた者を評価対象利用者とし、評価対象利用者の調整済ADL利得を平均して得た値が１以上
	
	該当
	計算書類

	
	
	ADL維持等加算（Ⅱ）

＋６０単位／月
	（Ⅰ）の（イ）及び（ロ）の要件を満たす
	
	該当
	

	
	
	
	評価対象者の調整済ADL利得を平均して得た値が２以上
	
	該当
	計算書類

	届出状況
	点  検  項  目
	点     検     事     項
	点  検  結  果
	備考

	
	介護職員処遇改善加算（Ⅰ）
（月額３万７千円相当）
	1 介護職員の賃金改善（退職手当を除く）に要する費用見込額が、この加算の算定見込み額を上回る賃金改善計画を策定し、適切な措置を講じている
	
	該当
	介護職員処遇改善計画書には、賃金改善に関する計画並びに当該計画に係る実施期間及び実施方法その他の職員の処遇改善の計画等を記載

	
	
	②加算の算定額に相当する賃金改善を実施
	
	該当
	

	
	
	③介護職員処遇改善計画書を作成し、全ての介護職員に周知し、知事等に提出している
（※４月から算定する場合は、原則２月末までに届出）
	
	周知かつ届出
	

	
	
	④事業者において、事業年度ごとに介護職員の処遇改善に関する実績（介護職員処遇改善実績報告書）を知事等に報告している
　ア　介護職員以外を対象に含めていない
　イ　加算総額は国保連から通知された金額と原則一致している
　ウ　賃金改善額は賃金台帳等の金額と一致してい
　　　る
	
	実績報告書の数字と一致
・国保連の加算額通知書（月ごと）
・賃金改善額明細書（事業所別、個人別）
・賃金台帳等元帳
	年度の最終加算の支払のあった月の翌々月末（通常は７月末）までに実績報告を提出

	
	
	⑤算定日が属する月の前１２月間において、労働基準法、労働者災害補償保険法、最低賃金法、労働安全衛生法、雇用保険法その他の労働に関する法令に違反し、罰金以上の刑に処せられていない
	
	該当
	

	
	
	⑥当該事業者において、労働保険料の納付が適正に行われている
	
	該当
	保険料納付書等


	届出状況
	点  検  項  目
	点     検     事     項
	点  検  結  果
	備考

	
	介護職員処遇改善加算（Ⅰ）
（前頁からの続き）
	⑦次に掲げる基準のいずれにも適合する
	
	(一)～（三）に適合
	キャリアパス要件

	
	
	　(一)　次に掲げる要件の全てに適合する
　　　ａ 介護職員の任用の際における職位・職責又は職務内容等の任用要件と介護職員の賃金体系を定めている
ｂ ａの要件について書面をもって作成し、全ての介護職員に周知している
	
	ａ　任用要件と賃金体系を定めている
ｂ　書面作成及び周知している
	就業規則等の根拠規定

	
	
	（ニ）次に掲げる要件のa又はb、及びｃに適合する
ａ 資質向上のための計画に沿って研修機会の提供又は技術指導の実施並びに介護職員の能力評価を行っている
ｂ 資格取得のための支援をしている
ｃ　ａ又はｂについて、全ての介護職員に周知している
	
	ａ　計画策定、研修実施（機会確保と能力評価）
ｂ　計画策定・支援実施
ｃ　周知している
	記録
記録
記録

	
	
	（三）次に掲げる要件の全てに適合する
a　経験・ 資格・評価のいずれかに応じた昇給の仕組みがある
ｂ ａの要件について書面で整備し、全ての介護職員に周知している
	経験
資格
評価
	a左記のうち該当の昇給の仕組みに○を
	就業規則等の根拠規定

	
	
	
	
	ｂ　書面整備及び周知している
	


	届出状況
	点  検  項  目
	点     検     事     項
	点  検  結  果
	備考

	
	介護職員処遇改善
加算（Ⅰ）
【前頁からの続き】
	⑧ ③の届出に係る計画の期間中に実施する介護職員の処遇改善（賃金改善を除く。）の内容（職場環境等要件）及び当該介護職員の処遇改善に要する費用の見込額を全ての介護職員に周知している
	
	内容・費用を全介護職員に周知
	職場環境等要件を介護職員に周知した記録

	
	介護職員処遇改善加算（Ⅱ）
（月額２万７千円相当）
	介護職員処遇改善加算（Ⅰ）の①から⑦の（一）及び（二）に適合
	
	（Ⅰ）の頁でもチェックしてください
	

	
	
	⑧ ③の届出に係る計画の期間中に実施する介護職員の処遇改善（賃金改善を除く。）の内容（職場環境等要件）及び当該介護職員の処遇改善に要する費用の見込額を全ての介護職員に周知している
	
	内容・費用を全介護職員に周知
	職場環境等要件を介護職員に周知した記録

	
	介護職員処遇改善加算（Ⅲ）
（月額１万５千円相当）
	介護職員処遇改善加算（Ⅰ）の①から⑥に適合し、⑦の（一）又は（二）のいずれかに適合
	
	（Ⅰ）の頁でもチェックしてください
	

	
	
	⑧ ③の届出に係る計画の期間中に実施する介護職員の処遇改善（賃金改善を除く。）の内容（職場環境等要件）及び当該介護職員の処遇改善に要する費用の見込額を全ての介護職員に周知している
	
	内容・費用を全介護職員に周知
	職場環境等要件を介護職員に周知した記録


	届出状況
	点  検  項  目
	点     検     事     項
	点  検  結  果
	備考

	
	介護職員処遇改善加算（Ⅳ）
…　(Ⅲ)の90/100
（令和４年３月31日まで算定可）
	介護職員処遇改善加算（Ⅰ）の①から⑥に適合し、（Ⅰ）の⑦の（一）又は（二）、もしくは（Ⅲ）の⑧のいずれかに適合
	
	（Ⅰ）、（Ⅲ）の頁でもチェックしてください
	令和３年度改正により廃止（ただし１年間の経過措置あり）
【介護報酬総単位×サービス別加算率】(単位未満の端数四捨五入)×【0.8　か0.9】(単位未満の端数四捨五入)×【１単位の単価】（１円未満端数切捨て）

	
	介護職員処遇改善加算（Ⅴ）　
…　(Ⅲ)の80/100
（令和４年３月31日まで算定可）
	介護職員処遇改善加算（Ⅰ）の①から⑥に適合する
	
	（Ⅰ）の頁でもチェックしてください
	

	
	介護職員処遇改善加算
【共　通】
	変更事由※に該当する場合に「変更届」を提出している
	
	提出　・　該当なし
	※介護保険最新情報Vol.935  P13

	
	
	事業継続のための特別事情※に該当するため、「特別な事情に係る届出書」を提出した上で、介護職員の賃金水準を引き下げた
	
	提出　・　該当なし
	※介護保険最新情報Vol.935  P13～14


	届出状況
	点  検  項  目
	点     検     事     項
	点  検  結  果
	備考

	
	介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ）
【次頁に続く】
	1 介護職員等の賃金改善（退職手当を除く）に要する費用見込額が、この加算の算定見込額を上回る賃金改善計画を策定し、適切な措置を講じている
	
	該当
	介護職員等特定処遇改善計画書には、賃金改善に関する計画並びに当該計画に係る実施期間及び実施方法その他の介護職員等の処遇改善の計画等を記載

	
	
	2 加算の算定額に相当する賃金改善を実施
	
	該当
	

	
	
	3 介護職員等特定処遇改善計画書を作成し、全ての職員に周知し、知事等に届出をしている
（※４月から算定する場合は、原則２月末までに届出）
	
	周知かつ届出
	

	
	
	4 事業者において、事業年度ごとに介護職員等の特定処遇改善に関する実績（介護職員等特定処遇改善実績報告書）を知事等に報告している
ア　加算総額は国保連から通知された金額と原則一致している
イ　賃金改善額は賃金台帳等の金額と一致している
	
	実績報告書の数字と一致
・国保連の加算額通知書（月毎）
・賃金改善額明細書(事業所別、個人別）
・賃金台帳等元帳
	年度の最終加算の支払のあった月の翌々月末（通常は７月末）までに実績報告を提出

	
	
	5 算定日が属する月の前12月間において、労働基準法、労働者災害補償保険法、最低賃金法、労働安全衛生法、雇用保険法その他の労働に関する法令に違反し、罰金以上の刑に処せられていない
	
	該当
	

	
	
	6 当該事業者において、労働保険料の納付が適正に行われている
	
	該当
	保険料納付書等


	届出状況
	点  検  項  目
	点     検     事     項
	点  検  結  果
	備考

	
	介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ）
【前頁からの続き】
【次頁に続く】

	7 配分対象と配分方法
	
	
	

	
	
	（一）　賃金改善の対象となるグループ
介護職員等特定処遇改善加算（以下「特定加算」という。）による賃金改善を行うに当たり、経験・技能のある介護職員を定義した上で、介護サービス事業所等に従事する全ての職員を以下のグループに割り振っている。
a  経験・技能のある介護職員
介護福祉士であって、経験・技能を有する介護職員と認められる者をいう。
具体的には、
　　　・介護福祉士の資格を有する者
　　　・所属する法人等における勤続年数10年以上の介護職員を基本としつつ、他の法人における経験や、当該職員の業務や技能等を踏まえ、各事業者の裁量で設定することとする。
ｂ  他の介護職員
　　　　経験・技能のある介護職員を除く介護職員
　 ｃ　 その他の職種
      介護職員以外の職員
	
	該当を○で囲む
aのみ実施
a及びｂを実施
abc全て実施

	

	
	
	（二）　事業所における配分方法
実際の配分に当たっては、一ａ～ｃそれぞれにおける平均賃金改善額等について、以下のとおりとすること。
	
	
	


	届出状況
	点  検  項  目
	点     検     事     項
	点  検  結  果
	備考

	
	介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ）
【前頁からの続き】
【次頁に続く】
	この場合、二ａ～ｃ内での一人ひとりの賃金改善額は、柔軟な設定が可能であること。
ａ 経験・技能のある介護職員のうち１人以上は、賃金改善に要する費用の見込額が月額平均８万円（賃金改善実施期間における平均とする。以下同じ。）以上又は賃金改善後の賃金の見込額が年額440 万円以上であること（現に賃金が年額440 万円以上の者がいる場合にはこの限りでない）。ただし、以下の場合など例外的に当該賃金改善が困難な場合は合理的な説明を求めることとすること。
・ 小規模事業所等で加算額全体が少額である場合
・ 職員全体の賃金水準が低い事業所などで、直ちに一人の賃
金を引き上げることが困難な場合
・ ８万円等の賃金改善を行うに当たり、これまで以上に事業所
内の階層・役職やそのための能力・処遇を明確化することが必要になるため、規程の整備や研修・実務経験の蓄積などに一定期間を要する場合
ｂ 当該事業所における経験・技能のある介護職員の賃金改善に要する費用の見込額の平均が、他の介護職員の賃金改善に要する費用の見込額の平均を上回っていること。
ｃ 他の介護職員の賃金改善に要する費用の見込額の平均が、その他の職種の賃金改善に要する費用の見込額の平均の２倍以上であること。ただし、その他の職種の平均賃金額が
	
	
	


	届出状況
	点  検  項  目
	点     検     事     項
	点  検  結  果
	備考

	
	介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ）
【前頁からの続き】
【次頁に続く】
	他の介護職員の平均賃金額を上回らない場合はこの限りでないこと。
ｄ その他の職種の賃金改善後の賃金の見込額が年額440 万円を上回らないこと（賃金改善前の賃金がすでに年額440 万円を上回る場合には、当該職員は特定加算による賃金改善の対象とならない）。
	
	
	

	
	
	8 ③の届出に係る計画の期間中に実施する処遇改善（賃金改善を除く。）の内容を全ての職員に周知していること。この処遇改善については、複数の取組を行っていることとし、「入職促進に向けた取組」、「資質の向上やキャリアアップに向けた支援」、「両立支援・多様な働き方の推進」、「腰痛を含む心身の健康管理」、「生産性の向上のための業務改善の取組」及び「やりがい・働きがいの醸成」の区分ごとに１以上の取組を行うこと。なお、令和３年度においては、６の区分から３の区分を選択し、それぞれで１以上の取組を行うこと。
	
	該当
	職場環境等要件

	
	
	9 サービス提供体制強化加算の（Ⅰ）又は（Ⅱ）の区分（訪問介護にあっては特定事業所加算（Ⅰ）又は（Ⅱ）、特定施設入居者生活介護等にあってはサービス提供体制強化加算（Ⅰ）若しくは（Ⅱ）又は入居継続支援加算（Ⅰ）若しくは（Ⅱ）、介護老人福祉施設等にあってはサービス提供体制強化加算（Ⅰ）若しくは（Ⅱ）又は日常生活継続支援加算）を届け出ていること。
	
	該当
	介護福祉士の配置等要件

	
	
	10 介護職員処遇改善加算(Ⅰ)から（Ⅲ）までのいずれかを算定していること。
	
	該当
	処遇改善加算要件

	
	
	11 特定加算に基づく取組について、ホームページへの掲載等により公表していること。
	
	該当
	見える化要件


	届出状況
	点  検  項  目
	点     検     事     項
	点  検  結  果
	備考

	
	介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ）
【前頁からの続き】

	具体的には、介護サービスの情報公表制度を活用し、特定加算の取得状況を報告し、賃金以外の処遇改善に関する具体的な取組内容を記載していること。
当該制度における報告の対象となっていない場合等には、各事業者のホームページを活用する等、外部から見える形で公表していること。
なお、当該要件について令和３年度は算定要件とされない。
	
	
	

	
	介護職員等特定処遇改善加算（Ⅱ）

	介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ）の①から⑧及び⑩から⑪に適合
	
	（Ⅰ）の頁にもチェックしてください
	

	
	介護職員等特定処遇改善加算
【共　通】
	変更事由※に該当する場合に「変更届」を提出している
	
	提出　・　該当なし
	※介護保険最新情報Vol.935  P13

	
	
	事業継続のための特別事情※に該当するため、「特別な事情に係る届出書」を提出した上で、介護職員の賃金水準を引き下げた
	
	提出　・　該当なし
	※介護保険最新情報Vol.935  P13～14


	区分
	届出状況
	点  検  項  目
	点     検     事     項
	点  検  結  果
	備考

	
	
	非常災害対策
（義務）
※2　水害や土砂災害が発生するおそれがある場合における利用者の円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な次の事項を定めた計画
防災体制、避難誘導、施設の整備、防災教育及び訓練、自営水防組織の業務（水防法に基づき組織を置く場合）
	① 消火設備その他非常災害に必要な設備として、消防法、建築基準法に規定された設備を確実に設置している
	
	設置している
	防火管理者の配置、自動火災報知設備、誘導灯の設置、等

	
	
	
	② 非常災害に関する具体的計画【消防計画及び地震等の災害に対処するための計画】を策定している
	
	策定している
	防火管理者又は防火管理の責任者が策定する

	
	
	
	③ 非常災害時の地域の消防機関への通報体制を整備している
	
	整備している
	

	
	
	
	④　非常災害計画の内容を従業者に周知している
	
	周知している
	

	
	
	
	⑤ 定期的に避難、救出その他必要な訓練を行っている
	
	行っている
	

	
	
	
	⑥　非常災害時の利用者の安全及び適切な処遇の確保を図るため、市町村、介護保険施設、地域住民等との連携協力の体制を整備している（努力義務）
	
	該当
	【水防法・土砂災害防止法改正Ｈ29.6.19】
※1各市町村地域防災計画を確認すること


	
	
	
	⑦　訓練の実施に当たって、地域住民の参加が得られるよう連携に努めている（努力義務）
	
	努めている
	

	
	
	
	⑧　浸水想定区域や土砂災害警戒区域内に位置している要配慮者利用施設である※１⇒該当の場合⑨⑩を回答
	
	該当
	

	
	
	
	⑨　水害や土砂災害からの避難確保計画※２を作成し、市町村に報告している（報告年月日：　　　　　　　　　）
	
	報告している
	

	
	
	
	⑩　⑨の避難確保計画に基づき避難訓練を実施している
	
	整備している
	

	
	
	
	11 その他（努力義務）
耐震診断※、耐震改修、机・ロッカー等の補強措置。非常災害時持ち出し品、備蓄品の整備。防災教育　など
	
	実施している内容
	※昭和56年5月末までは旧耐震基準、昭和56年6月以降に建てられた建物は新耐震基準の適用

	
	
	防犯対策
	不審者の侵入に備えて防犯対策をしている
	
	対策の内容



